
令和４年度事業計画及び予算の概要 

Ⅰ 総括 

Ⅱ【長期給付事業関係】 

 １ 厚生年金保険経理 

 ２ 退職等年金経理 

 ３ 経過的長期経理 

 ４ 基礎年金支払経理 

Ⅲ【短期給付事業関係】 

 ５ 災害給付経理 

 ６ 短期給付財政調整経理 

 ７ 短期給付特別財政調整経理 

 ８ 育児・介護休業給付経理 

Ⅳ【福祉事業関係】 

 ９ 保健給付経理 

 10 宿泊経理 

 11 団体信用生命保険経理 

 12 貸付債権共同保全経理 

Ⅴ【連合会事業】 

 13 業務経理 

※説明の便宜上、各経理は事業ごとに並べており、予算書の順序とは異なる。 

※「令和 4年度事業計画及び予算（案）」では千円単位で金額を編成、表示している

が、本概要では百万円単位（百万円未満切り捨て）で表示している。 

※文中、（R3： ）書き内の数値は、令和 3年度推計額及び増減額である。 

全国市町村職員共済組合連合会 
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Ⅰ 総括

（１）連合会を組織する組合の数及び組合員の数（組合員の数については推計） 

   ① 組 合 の 数 60 組合（指定都市 10、市町村 47、都市 3） 

   ② 組合員の数 1,699 千人（R3：1,227 千人、+471 千人） 

（２）連合会の役員及び職員数 

   ① 役員 理事長 1人、理事 13 人、監事 3人 計 17 人 

   ② 職員 122 人（R3：122 人、±0人） 

Ⅱ【長期給付事業関係】

１ 厚生年金保険経理 

  厚生年金保険給付等、厚生年金拠出金負担金・厚生年金交付金、基礎年金拠出金負

担金・基礎年金交付金に係る取引をする経理 

（１）収入 3 兆 2,161 億 57 百万円（R3：3 兆 4,177 億 89 百万円、△2,016 億 32 百万円）

   【ポイント】 

   ・構成組合負担金払込金及び構成組合組合員保険料払込金については、期末手当

等の支給月数の引下げに伴う減少を見込む。 

（R3:1 兆 7,156 億 28 百万円→R4:1 兆 7,051 億 32 百万円 △104 億 96 百万円） 

・厚生年金交付金（R3:1 兆 3,813 億 19 百万円→R4:1 兆 3,441 億 84 百万円 

 △371 億 35 百万円） 

・基礎年金交付金（R3:209 億 49 百万円→R4:165 億 12 百万円 △44 億 36 百万円）

・運用収入については、近年の値動きが大きい金融市場動向等を踏まえ、慎重に 

見込む。（R3:2,990 億 24 百万円→R4:1,494 億 62 百万円 △1,495 億 61 百万円）

① 地方公務員等共済組合法（以下「法」という。）第 115 条第 5 項及び第 116

条第 3 項の規定により構成組合から払い込まれる負担金払込金 1 兆 404 億 59

百万円、組合員保険料払込金 6,646 億 73 百万円を見込むものとする。 

② 厚生年金保険法（以下「厚年法」という。）第 84 条の 3の規定により、厚生

年金勘定から交付される厚生年金交付金1兆3,441億84百万円を見込むものと

する。 

③ 国民年金法等の一部を改正する法律（以下「昭和 60 年国民年金等改正法」と

いう。）附則第 35 条第 2項の規定により、基礎年金勘定から交付される基礎年

金交付金 165 億 12 百万円を見込むものとする。 

④ 資金の運用による信託の運用益 1,494 億 57 百万円を見込むものとする。 
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（２）支出 3 兆 2,200 億 72 百万円（R3：3 兆 2,682 億円、△481 億 28 百万円） 

   【ポイント】 

・令和 4年度の年金額は△0.4％の改定 

・老齢厚生年金等の給付（R3:1 兆 4,293 億 68 百万円→R4:1 兆 4,345 億 73 百万円 

 +52 億 5 百万円） 

・連合会払込金（R3:0 円→R4:624 億 32 百万円 皆増） 

・厚生年金拠出金負担金（R3：1 兆 2,384 億 90 百万円→R4：1 兆 1,583 億 29 百万円

 △801 億 60 百万円） 

・基礎年金拠出金負担金（R3:5,976 億 39 百万円→R4:5,617 億 24 百万円 

 △359 億 14 百万円） 

① 法第 75 条の規定による老齢厚生年金等の給付 1 兆 4,345 億 73 百万円を見込

むものとする。 

② 地方公務員等共済組合法施行規則（以下「施行規則」という。）第 11 条の 8

の規定による地共連に対する連合会払込金624億32百万円を見込むものとする。 

   ③ 厚年法第 84 条の 5第 1項の規定により、厚生年金勘定に納付する厚生年金拠

出金負担金 1兆 1,583 億 29 百万円を見込むものとする。 

   ④ 国民年金法第 94 条の 2第 2項の規定により、基礎年金勘定に納付する基礎年

金拠出金負担金 5,617 億 24 百万円を見込むものとする。 

⑤ 施行規則第11条の 3第 1項の規定による業務経理への繰入30億 12百万円を 

見込むものとする。 

（３）収支 

   収入総額 3 兆 2,161 億 57 百万円 

   支出総額 3 兆 2,200 億 72 百万円 

   収支差額     △39 億 15 百万円 

    収支差額は、3年度末の厚生年金保険給付組合積立金 5兆 1,578 億 77 百万円から

取り崩して補塡し、4 年度末厚生年金保険給付組合積立金 5 兆 1,539 億 62 百万円を

5年度へ繰り越すものとする。 
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２ 退職等年金経理 

退職等年金給付、地方公務員共済組合連合会払込金に係る取引をする経理 

（１）収入 1,119 億 1 百万円（R3：1,117 億 92 百万円、+1 億 9 百万円） 

   【ポイント】 

   ・掛金・負担金率はそれぞれ 7.5‰（R3 年度から変更なし） 

   ・運用収入については、資産残高の増額による増額を見込む。 

（R3：23 億 42 百万円→R4：27 億 58 百万円 +4 億 15 百万円） 

①  法第115条第 5項及び第116条第 3項の規定により構成組合から払い込まれ

る負担金払込金 545 億 71 百万円、掛金払込金 545 億 71 百万円を見込むものと

する。 

②  資金の運用による信託の運用益 22 億 21 百万円を見込むものとする。 

（２）支出 83 億 28 百万円（R3：80 億 21 百万円、+3 億 7 百万円） 

   【ポイント】 

  ・地方公務員共済組合連合会への払込金率は掛金・負担金の 5%（R3 年度から変更 

なし） 

①  法第76条の規定による退職等年金給付19億 22百万円を見込むものとする。 

②  施行規則第 11条の 9の規定による地方公務員共済組合連合会への払込金 54

億 57 百万円を見込むものとする。 

③  施行規則第11条の 3第 1項の規定による業務経理への繰入9億 49百万円を

見込むものとする。 

（３）収支 

   収入総額  1,119 億 1 百万円 

   支出総額    83 億 28 百万円 

   収支差額  1,035 億 72 百万円 

   収支差額は、3 年度末の退職等年金給付組合積立金 6,646 億 42 百万円に加え、4

年度末退職等年金給付組合積立金7,682億14百万円を5年度へ繰り越すものとする。 
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３ 経過的長期経理 

当分の間、旧職域年金相当部分に係る給付、平成 27 年 9 月以前に受給権が発生した

公務障害・公務遺族給付、恩給組合条例給付、旧市町村共済法給付、基礎年金交付金

に係る取引をする経理 

（１）収入 1,517 億 67 百万円（R3：2,946 億 47 百万円、△1,428 億 79 百万円） 

   【ポイント】 

   ・運用収入については、近年の値動きが大きい金融市場動向等を踏まえ、慎重に 

見込む。（R3：2,867 億 80 百万円→R4:1,444 億 87 百万円 △1,422 億 92 百万円） 

①  被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正す

る法律（以下「一元化法」という。）附則第 75 条第 1 号及び第 3 号の規定に

基づき、一元化法による改正前の法第 116 条第 4項及び第 113 条第 2項第 3号

の例により構成組合から払い込まれる負担金払込金71億67百万円を見込むも

のとする。 

②  昭和 60 年国民年金等改正法附則第 35 条第 2項の規定により、基礎年金勘定

から交付される基礎年金交付金 21 百万円を見込むものとする。 

③  資金の運用による信託の運用益 1,441 億 21 百万円を見込むものとする。 

（２）支出 2,221 億 93 百万円（R3：2,200 億 65 百万円、+21 億 28 百万円） 

   【ポイント】 

・令和 4年度の年金額は△0.4％の改定 

・退職共済年金等の給付（R3:2,197 億 94 百万円→R4:2,218 億 86 百万円 

 +20 億 91 百万円） 

①  一元化法附則第 60条及び第 61条の規定によりなお効力を有するものとされ

た一元化法による改正前の法第 78 条等の規定による退職共済年金等の給付

2,218 億 86 百万円を見込むものとする。 

②  施行規則附則第4条第3項の規定により読み替えて準用された施行規則第11

条の3第1項の規定による業務経理への繰入3億6百万円を見込むものとする。 

（３）収支 

   収入総額  1,517 億 67 百万円 

   支出総額  2,221 億 93 百万円 

   収支差額  △704 億 26 百万円 

      収支差額は、3年度末の経過的長期給付組合積立金 5兆 152 億 24 百万円から取り

崩して補塡し、4 年度末経過的長期給付組合積立金 4 兆 9,447 億 98 百万円を 5 年度

へ繰り越すものとする。
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４ 基礎年金支払経理 
基礎年金国庫金の収入の都度、当該費用を基礎年金として支出（基礎年金支払代行）

を行う経理

（１）収入 761 億 14 百万円（R3：749 億 19 百万円、+11 億 95 百万円） 

   国民年金法附則第9条の 4の規定による基礎年金国庫金761億 14百万円を見込む

ものとする。 

（２）支出 761 億 14 百万円（R3：749 億 19 百万円、+11 億 95 百万円） 

国民年金法附則第9条の 4の規定による基礎年金等761億 14百万円を見込むもの

とする。 

（３）収支 

   収入総額  761 億 14 百万円 

   支出総額  761 億 14 百万円 

   収支差額       0 百万円 
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Ⅲ【短期給付事業関係】

５ 災害給付経理 

災害給付の円滑な実施を図るため、本連合会に災害給付積立金を設け、構成組合が

行う災害給付に要する資金をその請求に基づき災害給付積立金から構成組合へ交付を

行う経理 

（１）収入 15 億 91 百万円（R3：15 億 31 百万円、+59 百万円） 

   【ポイント】 

・短時間勤務職員の適用拡大に係る標準報酬総額の増加による組合払込金の増加 

・組合払込金率は 0.2‰（令和 3年度から変更なし） 

法第 36 条第 2項及び地方公務員等共済組合法施行令（以下「令」という。）第 18

条並びに令附則第3条の規定による組合払込金15億48百万円を見込むものとする。 

（２）支出 1 億 49 百万円（R3：1 億 19 百万円、+30 百万円） 

法第 72条及び第 73条の規定により災害給付を行う必要がある構成組合からの請

求に基づき、法第 36 条第 3項及び令第 19 条の規定により交付する組合交付金 1億

49 百万円を見込むものとする。 

（３）収支 

   収入総額   15 億 91 百万円 

   支出総額   1 億 49 百万円 

   当期利益金  14 億 41 百万円 

   当期利益金は、3 年度末災害給付積立金 240 億 17 百万円に加え、4 年度末災害給

付積立金 254 億 58 百万円を 5年度へ繰り越すものとする。 
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６ 短期給付財政調整経理 

構成組合の短期給付の掛金に係る不均衡を調整するための調整交付金の交付事業及

び短期給付財政の健全化に資するため高額医療給付費の共同負担事業等を行う経理 

（１）収入 90 億 51 百万円（R3：85 億 81 百万円、+4 億 69 百万円） 

   【ポイント】 

・短時間勤務職員の適用拡大に係る標準報酬総額の増加による組合拠出金の増加 

・組合拠出金率は 1.1‰（うち調整交付金分 0‰、高額医療交付金分 1.1‰ 

調整交付金の交付事業に係る剰余金の状況を勘案し、令和 4年度の組合拠出金 

は全て高額医療交付金分に充てる。（令和 3年度と同様の措置）） 

① 法附則第 14 条の 3第 1項第 1号及び第 4号並びに同条第 2項並びに令附則第

30 条の 2 の 5 第 2 項第 1 号の規定による組合拠出金 87 億 55 百万円を見込むも

のとする。 

② 全国市町村職員共済組合連合会短期給付財政調整事業に関する規則第 9 条に

よる調整交付金の返還金 2億 96 百万円を見込むものとする。 

（２）支出 97 億 49 百万円（R3：89 億 25 百万円、+8 億 24 百万円） 

   【ポイント】 

・調整交付金の交付対象は、法定給付に係る掛金の率が 1,000 分の 47.0 を超え 

1,000 分の 48.0 以下の部分 

（調整基準率 1‰引下げ。交付組合 9組合（予定） 令和 3年度 9組合） 

   ・高額医療交付金の交付基準の引上げ（交付申請額に対する交付割合 70.83％ 

（見込）） 

①  法附則第 14 条の 3第 1項第 1号及び第 4号並びに令附則第 30 条の 2の規定

により構成組合に交付する調整交付金 9億 41 百万円を見込むものとする。 

②  令附則第 30 条の 2 の 4 の規定による構成組合に交付する高額医療交付金 87

億 37 百万円、共同事業費 71 百万円を見込むものとする。 

（３）収支 

   収入総額  90 億 51 百万円 

   支出総額  97 億 49 百万円 

   当期損失金  6 億 98 百万円 

   当期損失金は、3年度末利益剰余金 10 億 70 百万円から取り崩して補塡し、4年度

末利益剰余金 3 億 71 百万円（うち、調整交付金準備金 3 億 71 百万円、高額医療交

付金準備金 1百万円）を 5年度に繰り越すものとする。 
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７ 短期給付特別財政調整経理 

構成組合の短期給付の掛金に係る著しい不均衡を調整するための特別調整交付金の

交付事業を行う経理 

（１）収入 21 億 50 百万円（R3：30 億 77 百万円、△9億 26 百万円） 

   【ポイント】 

    ・特別調整組合からの返還金が減少したことによる減少 

①  法附則第 14条の 3第 1項第 2号及び同条第 2項並びに令附則第 30条の 2の

5第 2項第 2号の規定による組合拠出金 7億 95 百万円を見込むものとする。 

②  全国市町村職員共済組合連合会短期給付特別財政調整事業に関する規則第 9

条による特別調整交付金の返還金 13 億 53 百万円を見込むものとする。

（２）支出 13 億 45 百万円（R3：29 億 40 百万円、△15 億 94 百万円） 

   【ポイント】 

・特別調整交付金の交付対象は、法定給付に係る掛金の率が 1,000 分の 48.0 を 

超える部分 

（特別調整基準率 1‰引下げ。交付組合 8組合（予定） 令和 3年度 7組合） 

法附則第 14 条の 3 第 1 項第 2 号及び令附則第 30 条の 2 の 2 の規定による構成組

合に交付する特別調整交付金 13 億 45 百万円を見込むものとする。

（３）収支 

   収入総額   21 億 50 百万円 

   支出総額  13 億 45 百万円

   当期利益金  8 億 4 百万円 

   当期利益金は、3 年度末利益剰余金 138 億 24 百万円に加え、4 年度末利益剰余金

146 億 29 百万円を 5年度へ繰り越すものとする。 
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８ 育児・介護休業給付経理 

構成組合が行う育児休業手当金及び介護休業手当金の事業の円滑な実施を図るため、

育児休業手当金及び介護休業手当金に要する資金を交付する事業を行う経理 

（１）収入 385 億 1 百万円（R3：352 億 37 百万円、+32 億 63 百万円） 

    【ポイント】 

・短時間勤務職員の適用拡大に係る標準報酬総額の増加による組合拠出金の増加 

・組合拠出金率は 4.76‰（令和 3年度から変更なし） 

法附則第 14条の 3第 1項第 3号及び同条第2項並びに令附則第 30条の 2の 5第 2

項第 3号の規定による組合拠出金 385 億円を見込むものとする。

（２）支出 394 億 44 百万円（R3：380 億 15 百万円、+14 億 28 百万円） 

法附則第 14 条の 3 第 1 項第 3 号及び令附則第 30 条の 2 の 3 の規定による構成組

合に交付する育児休業手当金交付金 391 億 29 百万円、介護休業手当金交付金 3億 14

百万円を見込むものとする。 

（３）収支 

   収入総額  385 億 1 百万円 

   支出総額  394 億 44 百万円 

   当期損失金   9 億 42 百万円 

   当期損失金は、3 年度末利益剰余金 134 億 40 百万円から取り崩して補填し、4 年

度末利益剰余金 124 億 98 百万円を 5年度へ繰り越すものとする。 
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Ⅳ【福祉事業関係】

９ 保健給付経理 

法第 112 条第 1項第 1号及び第 1号の 2に規定する構成組合の保健福祉に関する事

業並びに法第 112 条の 2に規定する構成組合の特定健康診査等に関する事業に資する

ため、交付金及び被災組合員に対する災害見舞品の支給等を行う経理 

（１）収入 2 億 13 百万円（R3：2 億 96 百万円、△82 百万円） 

     【ポイント】 

   ・保健給付等事業に係る組合分担金の拠出金率は 0.024‰（令和 3年度 0.037‰） 

   ・施設運営に係る組合分担金は組合員１人当たり17円（令和3年度の単価を継続） 

   ① 全国市町村職員共済組合連合会保健給付等事業に係る組合分担金に関する規

則第 4 条の規定により、構成組合から払い込まれる組合分担金（標準報酬等合

計額総額×0.024‰）1億 91 百万円を見込むものとする。 

② 東京グリーンパレス運営に係る組合分担金（組合員１人当たり 17 円）として

構成組合から払い込まれる組合分担金 22 百万円を見込むものとする。 

（２）支出 1 億 77 百万円（R3：1 億 97 百万円、△19 百万円） 

     【ポイント】 

   ・調査研究費として、令和 6 年度の基幹システムとの一体的運営に向けて準備を

進めるとともに特定健診等システムの業務・運用改善を図るための費用を計上 

① 事務費   

     保健事業事務・データヘルス研修会 2 回(2 日×2回) 

宿泊施設研修会 1 回(1 日) 

② 調査研究費 93 百万円（R3：127 百万円、△34 百万円） 

特定健診等システムの見直しに係る費用  43 百万円（R3:50 百万円、△7 百万円） 

   ③ 普及費 12 百万円（R3：4 百万円、+8 百万円）  

   ④ 施設経営推進事業費 7 百万円（R3：1 百万円、+6 百万円） 

⑤ 災害見舞品費 5 百万円（R3:7 百万円、△2百万円） 

⑥ 宿泊経理へ繰入 23 百万円（R3：24 百万円、△1百万円） 

（３）収支 

   収入総額  2 億 13 百万円 

   支出総額  1 億 77 百万円 

   当期利益金    36 百万円 

    当期利益金は、3 年度末利益剰余金 16 億 12 百万円に加え、4 年度末利益剰余金

16 億 48 百万円を 5年度へ繰り越すものとする。 
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10 宿泊経理 

組合員等の宿泊、会議の用に資するための施設（東京グリーンパレス）の運営に関

する経理 

（１）収入 3 億 8 百万円（R3：5 億 91 百万円、△2億 83 百万円） 

     【ポイント】 

・東京グリーンパレスの営業支援に係る施設使用料の減免措置を見込む

    ① 東京グリーンパレスの業務委託による運営委託先からの施設収入（減免後の

施設使用料）1億 45 百万円を見込むものとする。 

② 貸事務室等の賃貸料 1億 37 百万円を見込むものとする。 

③ 組合分担金等として、保健給付経理より繰入 23 百万円を見込むものとする。 

（２）支出 2 億 98 百万円（R3：2 億 98 百万円、+0 百万円） 

     【ポイント】 

・東京グリーンパレスの今後のあり方についての検討会開催費等を計上 

    ① 委託費 37 百万円（R3：8 百万円、+28 百万円） 

② 委託管理費   

     宿泊施設の管理等に係る費用 44 百万円（R3：42 百万円、+1 百万円） 

③ 修繕費 37 百万円（R3：10 百万円、+27 百万円） 

   ④ 調査研究費   

    ア 総務・会館運営委員会開催費 3 回（1回 1日）1百万円（R3:0 百万円、 

+1 百万円） 

    イ 東京グリーンパレスの今後のあり方についての検討会開催費 

4 回(1 回 1 日) 1 百万円 

⑤ 減価償却費 89 百万円（R3：89 百万円、+0 百万円） 

⑥ 支払利息 2 百万円（R3：3 百万円、+0 百万円） 

＜貸借対照表科目による取引＞ 

○ 長期借入金の元金返済 1 億 5 百万円（R3：2 億 95 百万円、△1 億 89 百万円） 

（３）収支 

   収 入 総 額 3 億 8 百万円 

   支 出 総 額 2 億 98 百万円 

   当期利益金     9 百万円 

    当期利益金は、3 年度末利益剰余金 28 億 96 百万円に加え、4 年度末利益剰余金

29 億 5 百万円を 5年度へ繰り越すものとする。 
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11 団体信用生命保険経理 

  構成組合から貸付けを受けている組合員が償還の途中で死亡退職した場合又は高度

障害の状態となった場合に、債務を保険金で返済することにより、遺族の生活の安定

及び組合員の福祉の増進さらには構成組合の貸付債権の保全を行う経理 

（１）収入 1 億 20 百万円（R3：1 億 65 百万円、△45 百万円） 

   ① 保険金（組合員貸付金）10 万円に対し月額 15 円で払い込まれる団信保険料 

負担金（特約保証料）86 百万円を見込むものとする。 

② 生命保険会社から支払われる団信配当金 23 百万円を見込むものとする。 

（２）支出 2 億 36 百万円（R3：6 億 36 百万円、△3億 99 百万円） 

   ① 団信保険料 1 億 70 百万円（R3：1 億 96 百万円、△25 百万円） 

      保険金（組合員貸付金）10 万円に対し月額 30 円 

（R3:28 円 30 銭、+1 円 70 銭） 

② 団信保険料負担金返還金 4 百万円（R3：5 百万円、+0 百万円） 

③ 委託費  

     団信業務委託費（団信事務費交付金）8百万円（R3:9 百万円､△1百万円） 

   ④ 調査研究費   

    福祉事業委員会開催費 1 回（1日） 

（３）収支 

   収 入 総 額 1 億 20 百万円 

   支 出 総 額 2 億 36 百万円 

   当期損失金 1 億 16 百万円 

    当期損失金は、3年度末団信保険積立金 36 億 83 百万円から取り崩して補塡し、4

年度末団信保険積立金 35 億 67 百万円を 5年度へ繰り越すものとする。 
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12 貸付債権共同保全経理 

  構成組合の貸付事業の円滑な運営を図るため、組合員貸付金の債務不履行により構

成組合の貸付経理に損失が出た場合に、その損失額を補塡するため、構成組合から保

険料の財源となる払込金等を収納し、保険会社へ保険料を支出する経理 

（１）収入 1 億 18 百万円（R3：1 億 43 百万円、△25 百万円） 

   ① 組合から払い込まれる組合払込金 13 百万円を見込むものとする。 

払込金率（指定都市職員共済組合の加入前貸付に係る組合払込金率） 

一般資金貸付 貸付金残高 100 万円に対して月額 128.63 円 

住宅資金貸付 貸付金残高 100 万円に対して月額 159.00 円 

② 既に保全交付金の交付を受けた貸付債権について、構成組合が借受人から回 

収した組合交付金返還金 92 百万円を見込むものとする。 

（２）支出 2 億 6 百万円（R3：2 億 70 百万円、△63 百万円） 

①  組合交付金 2 百万円（R3：0 百万円、+2 百万円） 

②  保険料 1 億 65 百万円（R3：2 億 40 百万円、△75 百万円）  

      一般資金貸付：貸付金残高 100 万円に対し月額 128.63 円 

                         (R3: 264.60 円、△135.97 円） 

          住宅資金貸付：貸付金残高 100 万円に対し月額 159.00 円 

                        (R3: 159.00 円、±0円) 

③  調査研究費 

ア 福祉事業委員会開催費 1 回（1日） 

イ 訴訟費用助成金 3 百万円（R3：1 百万円、+1 百万円） 

（３）収支 

   収 入 総 額 1 億 18 百万円 

   支 出 総 額 2 億 6 百万円 

   当期損失金     88 百万円 

    当期損失金は、3年度末保全積立金 32 億 33 百万円から取り崩して補填し、4年度

末保全積立金 31 億 44 百万円を 5年度へ繰り越すものとする。 
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Ⅴ【連合会事業】

13 業務経理 

  業務経理は、構成組合からの払込金（長期）・分担金（短期）及び厚生年金保険経

理等からの繰入金をもって、本連合会の業務に要する費用及び各種事業に要する費用

の支出等を行う経理 

（１）収入 114 億 88 百万円（R3：104 億 99 百万円、+9 億 89 百万円） 

【ポイント】 

・地方交付税措置見込額は 3年度と同額（組合員一人当たり 11,210 円 

・令和４年４月１日現在の組合員数の増加による収入増 

（R3：124 万人 → R4：130 万人、＋4.3%） 

・組合分担金（短期）の単価は、一定の節度を持ちつつ構成組合の負担軽減を図 

るため、連合会の利益剰余金（7億 8百万円）を取り崩すことにより、本来の 

単価（1,091 円）の約半分を軽減 

① 構成組合からの組合分担金（短期） 7 億 9 百万円 

 (R3:4 億 44 百万円、+2 億 64 百万円) 

② 構成組合からの事務費負担金払込金 64 億 74 百万円 

（厚生年金保険及び経過的長期給付） (R3:60 億 18 百万円、+4 億 55 百万円)   

③ 繰入金 

ア 厚生年金保険経理から繰入 30 億 12 百万円 

(R3:27 億 1 百万円､+3 億 10 百万円) 

イ 退職等年金経理から繰入 9 億 49 百万円(R3:10 億 23 百万円､△74 百万円) 

ウ 経過的長期経理から繰入 3 億 6 百万円 (R3:2 億 70 百万円、+36 百万円) 

（２）支出 123 億 34 百万円（R3：108 億 37 百万円、+14 億 96 百万円） 

【ポイント】 

・標準システムサーバ更改の終了等により連合会の長期給付事業経費が減少した 

ことにより、「構成組合交付金」の増（+10 億 61 百万円） 

・銀行間手数料が全国銀行資金決済ネットワークの定める仕組に統一され、単価 

増となったことによる「事務費：年金振込手数料」の増（+2 億 80 百万円） 

・令和４年１０月の短時間勤務職員の適用拡大等の制度改正及び機器更改対応の 

ため「委託費：基幹システムの管理等に係る費用」の増（+1 億円） 

・マイナンバーによる情報連携に係るシステム改修及び機器更改対応のため 

「委託費：個人番号管理システム保守・運営等費用」の増（+1 億 15 百万円） 
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① 事務費 6 億 36 百万円（R3：3 億 45 百万円、+2 億 90 百万円） 

   ア 年金振込手数料等 5 億 97 百万円（R3：3 億 16 百万円、+2 億 80 百万円） 

   イ 各種会議開催費用 

   ウ 事務用消耗品費、通信運搬費等 

② 委託費 19 億 97 百万円（R3：21 億 66 百万円、△1億 68 百万円） 

ア 長期給付に係るシステム関係費用 9 億 93 百万円 

（R3：13 億 83 百万円、△3億 89 百万円） 

イ 基幹システムの管理等に係る費用 3 億 33 百万円 

（R3:2 億 32 百万円、+1 億円） 

ウ 個人番号管理システム保守・運営等費用 2 億 37 百万円 

（R3:1 億 21 百万円、+1 億 15 百万円） 

エ セキュリティ対策費用 23 百万円（R3：23 百万円、△0百万円） 

③ 賃借料 6 億 34 百万円（R3：5 億 23 百万円、+1 億 11 百万円） 

    電子情報機器借上料 4 億 81 百万円（R3：3 億 83 百万円、+98 百万円） 

  ④ 調査研究費 40 百万円（R3：34 百万円、+6 百万円） 

    各種委員会、業務運営研究会開催費用等 

  ⑤ 普及費  57 百万円（R3：55 百万円、+2 百万円） 

   ア 年金受給者向け普及費用   29 百万円（R3：31 百万円、△1百万円） 

イ 共済制度の啓発資料の作成等 16 百万円（R3：15 百万円、+0 百万円） 

⑥ 負担金 

    地方公務員共済組合連合会分担金 14 億 56 百万円 

（R3:13 億 35 百万円、+1 億 20 百万円） 

分担金 R4 単価：1,120 円（R3 単価：1,120 円、±0円） 

⑦ 構成組合交付金 60 億 20 百万円（R3：49 億 59 百万円、+10 億 61 百万円） 

厚年･経過的分 R4 単価：4,119 円（R3 単価：3,850 円、+269 円） 

（３）収支

収 入 総 額 114 億 88 百万円 

   支 出 総 額 123 億 34 百万円 

   当期損失金  8 億 45 百万円 

【ポイント】 

・当期損失金は、収入の組合分担金（短期）単価の算定について、構成組合の負担 

を軽減するため、本来の単価の半分を軽減することにより発生したものであり、 

連合会の業務運営に支障を来たさない範囲、また、将来的に機動的な事業展開を 

行える資金を確保した上で、利益剰余金（積立金）を取り崩すことにより対応

当期損失金は、3 年度末剰余金 69 億 1 百万円から取り崩して補填し、4 年度剰余

金 60 億 55 百万円（別途積立金 39 億 90 百万円、利益剰余金 20 億 65 百万円）を 5

年度へ繰り越すものとする。
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(単位：百万円) 

令和4年度 ( 3年度推計 )

経 常 収 益

負 担 金 36 ( 39 )

組 合 分 担 金 709 ( 444 )

構 成 組 合 事 務 費
負 担 金 払 込 金

6,474 ( 6,018 )

利 息 及 び 配 当 金 1 ( 1 )

繰　入　金

厚 生 年 金 保 険
経 理 よ り 繰 入

3,012 ( 2,701 )

退 職 等 年 金
経 理 よ り 繰 入

949 ( 1,023 )

経 過 的 長 期
経 理 よ り 繰 入

306 ( 270 )

11,488 ( 10,499 )

11,488 ( 10,499 )

経 常 費 用

役 員 報 酬 35 ( 35 )

職 員 給 与 837 ( 327 )

旅 費 18 ( 9 )

事 務 費 636 ( 345 )

委 託 費 1,997 ( 2,166 )

賃 借 料 634 ( 523 )

調 査 研 究 費 40 ( 34 )

普 及 費 57 ( 55 )

負 担 金 1,629 ( 1,493 )

構 成 組 合 交 付 金 6,020 ( 4,959 )

減 価 償 却 費 20 ( 21 )

そ の 他 403 ( 870 )

12,334 ( 10,837 )

当期損失金

当 期 損 失 金 845 ( 338 )

11,488 ( 10,499 )

科目

計

合　　計

合　　計

計


